（第１２条関係）

事前協議第　　　号

狭 山 市 開 発 事 前 協 議 書

狭山市（以下「甲」という。）と　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、乙が行う開発事業に関し次のとおり合意したので、狭山市宅地等の開発に関する指導要綱（平成５年告示第144号。以下「要綱」という。）第12条第３項の規定により狭山市開発事前協議書を締結する。

第1条 　乙が行う開発事業は、次のとおりとする。

事業区域の地名地番　　狭山市

開発事業の目的

計　画　戸　数

事業区域の面積　　　　　　　　　㎡

第2条 乙は、前条の開発事業を施行するに際しては、関係法令、要綱、別紙に記載する協議事項及びこ

の協議書の条項を忠実に遵守し、施行するものとする。ただし、工事の施工上やむを得ず計画を変更し

なければならない場合は、あらかじめ甲の指示を受けなければならないものとする。

第3条 乙が第１条の開発事業に伴って整備する公共公益施設等の管理等については、次のとおりとする。

	施　　設
	概　　　　要
	管　理　者
	土地等の
所有者
	備　　考

	
	幅　員
	延　長
	数　量
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


　（注）開発行為に該当する場合は、別途協議するものとする。

第4条 甲が乙から公共公益施設等の譲渡を受ける時期は、甲が行う工事完了検査が終了した後とする。

第5条 乙は、開発事業を取り止める場合においては、開発事業に伴い原状を変更した公共公益施設があ

るときは、当該公共公益施設を原状に復しなければならない。

第6条 この協議書は、要綱第１３条第２項に規定する申請取下書が提出された場合は、その効力を失う

ものとする。

第7条 この協議について疑義が生じたときは、甲、乙協議するものとする。

この協議の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、それぞれ１通を保有する。

令和　　年　　月　　日

狭山市入間川１丁目23番５号

甲　　狭山市

狭山市長　　　　　　　　　　　　　　印

住所

乙

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
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